『中南米とアジア両地域での地域統合・域内協力の動向とその比較』
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同統合・地域プログラム局上席エコノミスト　アントニ・エステヴァデオダル

昨年11月12日、経団連会館において国際協力銀行、米州開発銀行(IDB)、アジア開発銀行(ADB)の三機関共催による第一回国際セミナーが開催され、中南米とアジアの両地域で近年急速に進展し、その意味でタイムリーな「地域統合と地域協力」を議題に取り上げた。両地域の国々は近年グローバル化の流れに積極的に取り組んでいるが、他方、国によっては開発戦略策定にあたり「グローバル基準」への抵抗も高まっている。しかしながら、地域統合や域内協力が、政策対話や政策実施に不可欠となってきていることは否定できない。今回の三機関共催国際セミナーは、中南米とアジア両地域における統合・協力のプロセスの将来性，課題、方法論について議論する場を提供したものであり、本稿ではそこでの論点をとりまとめてみた。なお、今回のセミナーは、IDBについては、1998年にIDB内にもうけられ、1999年に活動を開始したジャパンプログラム（注）の一環として実施されている。

(注)　ジャパンプログラムは、日本からの拠出金をもとに設立された基金。日本を含むアジアと中南米両地域相互間で、経済･社会開発のための戦略と政策の策定に関する専門的技術、知識、最良の慣行移転を図ることを目指している。

　

第1セッション：「地域統合」
本セッションでは、中南米とアジアのこれまでの地域統合の方法論と将来展望についての報告がおこなわれた。現在、途上国における開発戦略において、世界経済に効果的に参画していく必要性が広く認められている。その際、全世界を対象とすべきか、特定域内のパートナーとの協力・統合に焦点を絞ったアプローチをとるべきなのか。

[新たな地域統合の進展]

過去、グローバル戦略に変わるものとして地域主義がとられた時代があった。中南米では60、70年代にかけて高関税障壁を張り巡らせた旧来型地域統合が追求されたが、これは明らかに失敗であり、現在では、すべて対外開放政策に沿った新しい地域主義（「新」地域主義）が目指されている。もちろん、地域主義は、定義上当然に域内特恵措置を伴ってはいるが、マルチの枠組みよりもより早くより深く統合を進めることができる。また「新」地域主義はグローバル統合への予備作業でもあり、パートナー諸国との経済貿易関係の発展がグローバル経済完全参加に向けての基礎造りともなる。

中南米とアジアの統合モデルにはかなりの相違があるものの、地域主義が開発戦略の中で重要な役割を担い得る点について、パネリストの見解は一致した。ただ、その効果は、個別の取極め内容やパートナー国によって左右される。南南統合の場合、開発効果は比較的限られる一方、逆に貿易歪曲効果により、真の比較優位に基づく生産構造の構築を損なう惧れがあるかもしれない。一方南北統合の場合や、南南統合であっても対外自由化措置を伴うか先進国をパートナーに含む取極めの場合には、この種の弊害はあまり生じないものと考えられる。

貿易の地域化は客観的に検証できる。輸入産品の平均輸送距離は両地域で着実に縮まっているが、これは域内交易量の増加によるもので、1980～84年から1993～97年の間に世界貿易は63％拡大したが、それぞれ域内における貿易量の伸びはそれを遥かに上回った。その背景には地域統合取極め数の増加がある。1999年の時点で、WTO通報の地域取極め数は194であるが、そのうち87は90年代に入ってからのものである。地域貿易取極めに参加していない稀な先進国である日本も近年その政策を変えようとしている。

[新地域統合の展望]

両地域での地域統合パターンの相違点としては、中南米型統合モデルが「ルール先行型」であるのに対し、アジアモデルでは「市場先行型」と対照的になっている。中南米型では民主制の維持も含む公式取極めが出発点となるが、アジアでは事実先行アドホック型の経済連携が一般的である。また地域統合の深さも重要で、関税引下げだけでなく各国内市場統合にむけて各国がどれだけ真摯に取り組むかによって統合がもたらす利益も異なってくる。中南米ではマクロ経済協調も視野に入れたメルコスール（南米南部共同市場）のように深い統合を目指している。

一方、中南米とアジアでの｢新｣地域主義には次のような共通点もある。第1は、90年代の「新」地域主義は、各国が80年代半ばから実施してきた構造改革の一環で、自主的な国内改革やWTO体制への完全参加努力と一体的に推進されてきた。第2は、このプロセスは市場主導型で、直接投資の呼び込みが主目的であった。外資に対する旧来の警戒心は消え、国際競争力向上と輸出市場確保のために直接投資を積極的に評価する方向に変化し、直接投資呼び込みのために熾烈な競争が展開されている。第3は、地域市場形成により貿易と投資が活発化し、それが多くの生産セクターでダイナミックな産業転換効果をもたらした。域内輸出量の飛躍的な伸びは、域内生産品の多様化、差別化された知識集約型製品の増加、規模の経済の拡大などを反映したものである。第4に、両地域が外向き志向に転じたことにより、各種地域フォーラムに積極的かつ戦略的に参画するようになった。中南米では米州自由貿易地域（FTAA）、アジアではAPECの枠組みの中で、それぞれ効果的にグローバル社会への参加者となってきた。

しかし「新」アプローチの持つ潜在的な活力を損ないかねない古い体質も残っている。両地域とも、貿易が破壊的にまで不均衡になれば、極めて変則かつ一方的な措置で対応しうるとするケースが多い。「旧」地域主義では、関税自由化プロセスで過度に選択性を行使するのが特徴的であったが、「新」地域主義ではこの点での普遍性や予見性が高まった。しかしそれでも特定産品の関税引下げや特恵取扱いについては選択的になったり、また極めて複雑な原産地規則を利用して選択性を行使する場合もある。これまでの市場主導型の経済改革にもかかわらず、いまだに時として地域統合に悪影響を与えかねない不規則的な動きに悩まされているのも事実である。

第2セッション：「域内協力」
域内協力の枠組みは、国際公共財としては不純ではない、いわゆる「地域公共財」である。その便益は排他的でも分割可能でなく、メリットも極めて判りにくいことから、その形成は必ずしも容易ではない。さらに国毎の情報の非対称性から複雑な利害関係が発生し、また将来の履行確実性についても政治的・制度的にお互いに保証ができにくいといった事情もある。

[域内協力の役割]

域内協力のための公式メカニズムは、政治的、経済的のいずれの性格ともなり得るが、この点で両地域は異なっている。中南米では、一般に貿易統合が域内協力に向けての出発点となってきた。パートナー国間で通商相互依存体制が整うと、地域市場の利点をお互いにフルに活用するために一層幅広い協力体制が求められ、この緊密な経済的連携のもつ社会的外部性により、経済外分野での協力へ、さらに政治協力へとつながっていく。すなわち、意図されていたか否かにかかわらず、パートナー国間での貿易求心力が深度の高い統合への刺激剤となってきた。欧州連合もこのプロセスの好例で、貿易分野での相互依存性がその後の深度の高い統合と幅広い協力に向けての政治的動きを加速した。アジアではその経路が反対で、そこではまず幅広い協力枠組みがあり、それを貿易や統合取極めに繋げようとしてきた。

ただ、いずれにせよ統合と協力は相互支援的であることは言うまでもない。相互協力プログラムを通じて、地域間の貿易や投資機会が明確になれば、それが貿易交渉への刺激となり、いったん合意ができれば現実に貿易が活発化していく。また地域経済の発展に不可欠な運輸・エネルギー・通信等のインフラについて、制度面も含めた協力関係が求められることになる。

先進国を含む「南北協定」では、まず協力推進作業を優先させることの方が多い（西半球（南北アメリカ）におけるFTAA、アジア太平洋地域におけるAPECなど）。途上国市場は貿易全体量のシェアも低いことに加え、貿易交渉では政治的にセンシティブな分野に及ぶことが多く、国内的に自由化やグローバル化に対する抵抗を招く惧れがあるからである。協力プログラムという形をとれば、外交政策や経済.開発政策面で既に政治的支持の固まっている関心分野を取り上げることができる。

なお、地域統合と域内協力を同時並行的に進めることは望ましいが、必ずしも容易ではない。成功のためには、数ある優先課題の焦点を絞り、明確な目標と作業計画を特定し、計測可能な指標を設定し、それぞれの分野で政治的指導性を確保し、十分な能力を有する国内実施機関と適切な実務的、財政的支援体制を持っていることが不可欠となる。

[両地域での域内協力]

中南米における域内協力の実例として「南米地域インフラ統合計画」(IIRSA)がある。これは、南米地域におけるインフラ・ハブの開発、各種インフラに関する制度面・規制面での近代化、環境社会問題への配意、地域住民の生活向上と就業機会の確保、将来の計画策定実施管理における地域メカニズムの整備、個別プロジェクトのリスク評価手法の開発、などの総合戦略的な観点から取り組むことであり、閣僚レベル執行委員会で運営されている。なおIIRSA事務局として、事務レベル級の各種技術部会と米州開銀=アンデス開発基金(CAF)=ラ・プラタ川開発委員会（FONPLATA）の三機関による合同調整委員会がある。

アジアにおける域内協力では、柔軟性を確保し、創設維持コストを抑え、リスクを抱えないように新しい形態が採られるようになった。東西経済回廊(EWEC)がそのモデルであり、特定領域における生産・貿易・投資をリンクさせるためのインフラを整備をめざす。そのためには地域を明確に定義し、経済インフラのみならず政策面や組織面での協力も可能とする環境を整備することが重要となる。

最後に、地域統合や域内協力を支援のための日本の役割に関して、メルコスール域内運輸交通開発計画、東アジア経済安定地域協力、インドシナ地域地域協力など具体的プロジェクトについて論じられ、技術支援を伴う財政支援の必要性に加え、域内国や他の参加者も含め役割をどう分担するのか、域内インフラ等に関する法制度をどう調和させるのか、域内での所得格差や貧困問題にどう対処するのか、といった諸点について、さらに調査研究する必要が指摘された。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(以上)
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